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非正規図書館員の待遇改善問題 
2022 年 11 月 17 日 

都留文科大学 教授   日向 良和 
はじめに 

初めまして、都留文科大学で図書館司書課程を担当しています日向と申します。よろし
くお願いします。簡単に私のバックボーンをご説明しますと、私自身は 1996 年に図書館情
報大学を出まして、都留市役所に入りました。だから私は都留市役所の正規職員で、司書
として配置されて、都留文科大学は市立の大学ですから、大学の図書館に配属されたとい
うことが図書館界に入るきっかけということになります。その後、社会人大学院に 2 年ほ
ど行った後に、2010 年から司書課程の教員になりました。本学ですと年間 100 名程度の方
が司書の資格を取るという現状になります。ここ最近、人数が少なくなってきていますが、
毎年 100 名程度の学生が司書資格を取っているという形になります。司書資格を取る学生
が大体 9 割です。教室に 100 人ぐらいいると、女性が 90 名以上で、男性は本当に 4、5 名
という形での資格の取り方です。実際に職場はどうかと言うと、私が都留文科大学に勤め
た時には、正規職員が 6 名で、それ以外にアルバイトが 10 名程度いましたが、私だけが男
性でした。他は全員女性です。もちろん上司の方も女性ということで、元々図書館という
所がかなり女性職場ということで認識されています。現状でも多くの職場で図書館司書の
方は、女性の割合が多い職場になります。 

そういう形で働いている中で、今回インターネットでアサさんという方がキャンペーン
を起こして署名活動をしました。会計年度任用職員ですから非常に待遇がよろしくないと
いうことです。それに対して声を上げて多数の署名が集まりました。今回きっかけとなっ
た図書館司書の現状と、それと会計年度任用職員は市役所の中にもいっぱいいますが、そ
の全体の話だと思ってください。図書館司書が何か特別というわけではなくて、会計年度
任用職員やそれ以外のパート、例えば指定管理の会社のパートとかアルバイトで働く人も
同じ構造で課題がありますので、そちらの方を今日お話できたらと思います。 

非正規図書館員という言い方自体も、近年、私はあまりしないようにはしています。イ
リーガルで働いているわけではなくて、待遇の格差があるということですが、今日は分か
りやすく「非正規図書館員の待遇改善問題」ということでお話をさせていただきます。 

 
本日の内容 

今日の内容はまずアサさんの change.org での署名活動についてです。これは報告を兼ね
て、先日 11 月 7 日に衆議院議員会館において、署名については総務省と文部科学省に提出
をしてきました。私もそこに立ち会わせていただきました。その上で総務省には自治体に
対して、本来会計年度任用職員の制度ができた時の趣旨に合わない運用が行われている、
自治体の財政が厳しいのは分かるけれど、やはり継続的に指導をしていただきたいという
事を話しました。また文部科学省の方には、今回報告をするにあたって実態がよくわから
ないということを話しました。例えば資格を取って働いている人達というのは、会計年度
任用職員の他に指定管理のアルバイトになっている方とか、それぞれの地域ごとの収入と
か、そういうことが全くわかりません。また男女比もかなり違いますが、これは本当に全
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くわからない状態、感覚で私も養成側は 9 割ぐらいが女性だということは分かりますが、
実際働いている方々の中で男女比がどうかということもわかりません。学校司書は全体の
数は数えられてはいるけれど、その中の何人が正規職員で何人が会計年度任用職員かとい
うことは全くわからないです。文部科学省については実態をもっと詳しく調査をしてくれ
というお願いをしながら、国会議員の学校図書館の議連の議員を立会いとして署名を渡さ
せていただきました。それについて簡単にご紹介をしたいと思います。 

次に公立図書館職員の非正規化の経緯ということで、この 40 年間で公立図書館職員の非
正規化ということが進みましたので、そちらの経緯を簡単にお話をします。さらに公立図
書館の現状と働く人たち、そして会計年度任用職員制度について、課題の整理、最後に将
来の展望として「司書養成側、図書館現場、労働運動との連携」が絶対に必要ではないか
ということを提言して、今日の報告の内容にしたいと思います。よろしくお願いします。 

 
1. アサさんの change.org での署名活動  

まず署名活動についてですが、Twitter でダイレクトメールがあって、8 月 2 日に長文の
ダイレクトメールで最初はちょっとびっくりしました。「最低賃金が平均で 31 円上がり 961
円になるそうです。現在の時給のままだと私は最低賃金未満。もう無理。私は非正規図書
館員（会計年度）です。」「（図書館員は）非正規が 7 割なので、皆さんが会う司書も最低賃
金近くではたらいているかも？」本当に叫びと言うしかない Twitter の内容でした。8 月
に日本全国は最低賃金が決まりますが、961 円は全国平均で、アサさんが働いている静岡県
だと 944 円です。この金額でも全く暮らせないし、これは最低賃金が上がる前の話ですか
ら、今のところ最低賃金未満なので全く暮らしていけないということです。アサさん自身
はご実家にいらっしゃるということなので、全く暮らせないというわけではないですが、
非常に厳しいということです。図書館員は非正規が 7 割と言っています。後で数字を示し
ますが、正規職員の司書、公立図書館で働く方というのは、地方教育行政法で教育委員会
の採用職員になりますが、そういう公務員の司書以外の方が 7 割ということになります。
最低賃金の理解には誤解も多かったですが、低賃金が理由で働き続けることができないと
いう相談は、実はアサさんだけではなくて、自分の教え子で毎年１人か２人ぐらい、やは
りお金が理由で働き続けられないから別の仕事に就きたいとか、そういう相談を受けてい
ます。 

図 1 がアサさんの開いた署名のサイトになります。先日 11 月 7 日に締め切りまして、全
部で 70,634 名の方が署名を寄せて頂きました。日本で働く公立の図書館の職員は大体 3 万
人ぐらいです。学校図書館で働く方々も大体 1 万人ぐらいですから、それ以上の方々がた
くさん署名して頂いたという形で、この中には自分たちが当事者として働いている方々も
そうですし、正規職員として働く方々、そして図書館に対して非常に思い入れがある、自
分たちで通っている図書館、例えば私の背景は飯能市立図書館（図 2）ですが、こういう素
敵な図書館を運営している方々が、実は１ヶ月 10 万円に満たない金額で生活しているとい
う事に対して、それはおかしいじゃないかという声を集めて頂いたということが、今回話
題にもなったところになります。11 月 7 日に文部科学省と総務省に署名簿を提出させてい
ただきました。 
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アサさん自体の要求は、「１．雇用年限の撤廃」をして欲しい、これは自治体の方は実際
には雇止めではないと言っていますが、毎年の更新、そして 3 年毎の採用試験、そこで採
用試験に落ちればもちろん職を失いますし、例えばこの採用試験の時に経験というものが
全く図られないです。今まで勤めていた方々も、新しく募集に来た方も、全く同じ問題を
解いて、いわゆるペーパーテストになります。それが図書館職員の職の業態を、職能を測
るのにふさわしいかというと全くふさわしくないというのが私の感想です。だから働き続
けたいと思っているけれど、数年ごとに実態は違いますが、雇い止めに近いような形があ
るという事になります。 
「２．最低賃金を 2000 円に」、手取りがやはり 20 万円程度ないと、今の日本ではどこにい
ても暮らしていけないということです。私はずっと山梨県に 49 年間住んでいたのですが、
自動車がないと生きていけない場所です。その維持費だけで、東京でアパート借りて暮ら
す家賃とほぼ同じ金額が必要になります。１人で働いてアパート借りて、ちょっと服を買
うとか、女性ですからお化粧品とかを買うことができるためには、最低 20 万円ぐらい手元
にないとできないだろうということで、これも本当に妥当な要求だと考えています。 
「３．退職金の支給」ということで、これは自治体ごとに退職金を出す自治体もあります。
だいたい１ヶ月分くらいで、通常の正規職員よりは非常に少ないですが、退職金が出る場
合もありますが、アサさんの方では退職金が出ないということで要求をしていました。ど
ちらかと言うと時給が全く上がらないです。会計年度任用職員の時給というのは、経験に
よって職能が上がったとしても、あくまでも 1 年ごとに雇っているわけだから、経験を積
むということはありえないというロジックで、基本的に時給が上がらない制度になってお
り、そちらの方が問題なのかなと思っています。 
「４．図書館員の研修充実と司書資格取得の全額補助」ということで、今学校の図書館で
働く場合、何の資格もいらないです。司書資格がなくても学校図書館では働くことができ
ます。市町村とか都道府県の図書館で正規職員として働く場合には司書資格が必要ですが、
そうでなければなくても大丈夫です。だけど、ほとんどの方が図書館司書としてちゃんと
働きたいということで資格取得を目指すわけですが、大学でとらないと大体 20 万円程度の
お金がかかってしまいます。今、通信とか講習会で司書資格を出している大学は、全国で
三つか四つぐらいしかないです。静岡県だとたぶん講習会は神奈川とか東京に行かないと
なかったりするので、非常にお金がかかるのでそういうところを補助してほしいというこ
とです。 

この四つの提案、これは本当にアサさんが自分の経験とか職場の状況から、これは最低
限必要だろうと、別に贅沢な話ではなくて、図書館という場所で働き続ける、図書館とい
う場所が素晴らしい場所になるためには、最低限これは必要なことだろうということで署
名を呼びかけたところ、7 万名の方の署名が集まったということで、私の方でも注目したポ
イントになっています。 

次に私のアドバイスですが、アサさんは最初は、法律上この会計年度任用職員に自分の
働き方が違反しているのではないかと、総務省とかの指導に違反しているのではないかと
いう話でしたが、まず当事者の声をあげることが必要だと、各自治体ごとで基本的に会計
年度任用職員の待遇は決まっていますから、実際にどんどん声を上げていく、そして全国
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的に声が上がって、例えば Twitter の中で出てきた「教師のバトン」ということがあって、
それが先生方の働き方改革に繋がっていったわけですが、そういう声をあげる事が重要だ
ろうという事をお話ししました。ちょっとお聞きしたところ、アサさんの待遇自体は法律
的に全く違反だというところは、私の方では確認できませんでした。ただ会計年度任用職
員という制度は、ワーキングプアを公共セクションが作っていたことの反省として、全国
的にアルバイトとかパートの待遇を改善しましょうという制度として始まったけれど、実
際の運用のところは全然変わらないし、悪くなっているところもあります。今までは何年
も試験なしで働けていたものが、何年かに一回採用試験みたいなものを受けないと働き続
けられないなんていうことになっています。 

オンラインの署名を集めるけれど、女性が多いという職場なので、逆に毎日働けない方、
給料は少なくてもいいからパートタイムで働きたいという方もいます。そういう方にして
みれば、時給が上がるのはありがたいけれど、そんなにフルタイムでたくさんの給料が欲
しいわけではないという方もいらっしゃるので、いろいろな意見があります。最終的なア
ドバイスとして、私としては「はむネット」という公務労働の非正規で働く女性を支援し
ている団体がありますので、こういうところと相談して連携したらどうかというアドバイ
スをさせていただきました。図３が公務労働の中で非正規労働をしている女性の全国ネッ
トワーク「はむネット」というホームページになります。こちらは自治体の保育士とか図
書館司書、その二つが加盟者としては非常に多い団体になっています。看護師もいますが、
看護師はがっちりと自分達の団体がありますので、それ以外の公務労働の中で比較的に待
遇がよろしくないと言われている職種の方々が集まって、自分たちの待遇を改善していこ
うという団体です。こちらに連絡をしたらみたらどうかというアドバイスをして、アサさ
んの方でご自分で連絡をして、今回の署名の提出などについても、こちらの支援を受けて
いました。 

こんなところが署名の概要で、7 万名の賛同が集まって、先日、総務省と文部科学省に署
名を提出して、総務省には自治体に対して指導してくれと、実態を調査してくれ、制度と
実態がかけ離れていのではないかということを話しました。文部科学省には学校図書館と
か公共図書館がちゃんと動くような人が配置されているかということを測れるような調査
をしてくれとお願いをして、今回はこの署名を提出したということになります。 
 
2.公立図書館員の非正規化の経緯 

公立図書館非正規化の簡単な経緯ということで、まず公立図書館は図書館法第 2 条の 2
項に、地方公共団体の設置する図書館のことを公立図書館と言っています。似たような言
葉で公共図書館という言葉があります。公共図書館と公立図書館はほぼ一緒ですが、図書
館法の中では、この公立図書館といった場合には市町村や都道府県が設置する図書館、条
例で設置する図書館が公立図書館です。一般的に公共図書館はほぼ公立図書館と言ってい
いですが、今日ここの話でなぜ公共図書館と公立図書館の言葉にこだわるかと言うと、次
の地教行法と呼ばれる「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」で、自治体が設置す
る公立図書館は教育委員会が所管する教育施設で、この職員は教育委員会が任命を行うと
いうことで、基本的には教育委員会の職員として公立図書館で働くということが本来の制
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度になるわけです。教育委員会が雇って、基本的には公務員で、教育委員会の職員が入る
という形になっています。会計年度任用職員になる前のアルバイトとかも、市長部局では
なくて教育委員会が任命を行って配置をしていたというところがあります。この中で 80 年
代までは一部、窓口の夜間とか、そういうところで委託はありましたが、図書館員のアル
バイトとかは、例えば図書館の中で本棚に戻すだけとか、例えば夕方の忙しい時期にカウ
ンターに立ってもらうとか、本当に限定的で基本的には 80 年代までは、公務員で採用され
た司書が配置されていました。ここから 90 年代行政改革の中で、公務員の定員管理の厳格
化、行政需要が多様化、あと図書館数が実は 1990 年以降に増加しました。背景は色々ある
と思いますが、バブル崩壊以降の公共工事の中で、90 年代の後半に図書館を作る自治体が
増えました。それで図書館数は増えたけれど公務員の定員は変わりませんでしたから、そ
の代わりにアルバイトや業務委託という形での職員が増加したということが一般的な経緯
になっています。 
 
3.公立図書館の現状と働く人たち 

表１は日本図書館協会が出している公共図書館の経年変化ということで、1991 年から
2021 年までをまとめたものになります。この表で見ていただきたいのは、一番左の図書館
数です。その二つ右に専任職員数、この専任職員は公務員として採用されている司書の数
と思ってください。厳密に言うと指定管理の会社で働いている正職員の司書も入っている
ので、全部公務員ではないですが、指定管理の前はほぼこの数で専任職員といえば公務員
の司書の数だと思ってください。 

1991 年に日本には、2,000 ぐらいの図書館数がございました。そこで働く職員は約 14,000
人弱ということになっていました。実はこの 10 年後、2001 年に 700 ぐらい図書館が増え
ましたが、この当時は公務員の司書を雇うということがありましたので、15,000 人まで司
書が増えています。ここから図書館数は順調に増えていきますが、1991 年から 20 年後の
2011 年では、約 5,000 人くらい司書の数が減っているわけです。ピーク時 15,000 人いたの
が、11,000 人になっています。昨年と一昨年はもうすでに 1 万人を切っていますが、図書
館数は 3,300 ということで、約 30 年間に図書館数はだいたい 1,300 ぐらい増えていますが、
図書館で働く専任職員の数は逆に 1 万人を切り込んで少なくなっているということです。
この時点でまずいということは、すぐ分かると思います。 

次に職員の割合です。表２は 2021 年の細かな集計表になります。数字の列が三つありま
すが、一番左が都道府県立、真ん中が市区立、次が町村立になります。専任職員という公
務員の数は 9,459 人になります。これが公務員として働いている正規職員の司書の数になり
ます。非常勤職員、臨時職員、委託・派遣とありますが、基本的に図書館界で非正規司書
と言ったら、この三つの方々を指すことが多いです。厳密にいうと、例えば臨時職員とい
うのは夜間に２時間だけ働くという方々だったり、非常勤職員というのは昔の嘱託職員と
呼ばれるパートタイムで働く職員、委託・派遣の職員という形で、会計年度任用職員はこ
の非常勤職員の中に入っています。数を見ていただくと分かりますが、自治体の図書館で
働いている非常勤職員の方が１3,000 人、委託・派遣という形で会社から派遣されてきてい
る方が 14,000 人、アルバイトとして働いている方が 4,000 人で、これを全部足すとだいた
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い 3 万人程度ということになります。最初にお話しした専任職員が 9,459 人ですから、これ
が図書館で働いている方々の 7 割が非正規職員だと言っている数値的な根拠になります。 

ちなみに正規職員の中でも半分ぐらいしか司書資格を持っていません。図書館には司書
以外に事務処理をする職員もいらっしゃるわけです。実際にサービスをする司書というの
は、実は正規職員の中でも半分ぐらいしかいらっしゃいませんから、図書館で働く人の 4
人に 1 人が正規職員ですので、その正規職員のうちの２人に１人しか司書資格を持ってい
ないというのが現状です。こういう状況が続いているというところが、今回の署名運動の
背景にあることをご理解いただければと思います。表３は先ほどの数字をわかりやすくあ
げたものになります。こんな感じで図書館数は増えているけれど、正規職員がどんどん減
っている、専任職員と非正規職員の比率というのは人数比で 1 対 3 に現在なっているとこ
ろを見ていただきました。 
 
4.会計年度任用職員について 

私の理解ですが会計年度任用職員が出てきた背景は、公共職場でのアルバイトとかバイ
トが官製ワーキングプアだと社会問題になったことがきっかけだと思っています。それよ
り前から背景はあったのかもしれませんが、官製ワーキングプアとして自治体で働いてい
るアルバイトとかが、自治体というのはワーキングプアを問題視しているわりに、自分た
ちでワーキングプアを使いつぶしているだろうという批判があって、それに対して総務省
とかが、例えばちゃんとボーナスを出しなさいとか、社会保険に加入させなさいとか、あ
とはちゃんとした休暇とかを制度として作りなさいということで、会計年度任用職員制度
を作ったと私は理解しています。実際に総務省のホームページを見ると、各自治体に対し
て会計年度任用職員は本来アルバイトとかパートとかの待遇を良くするものなのに、実態
としては例えば退職金が支払われないとか、ボーナスを出すために毎月の労働時間を減ら
して、つまり時給ですから労働時間を減らすとその分お金が浮くわけです、それを 12 月と
かでまとめて払うので年収としては変わらないとか、そういう制度の趣旨から外れた運用
がされているので注意されたしという通知が各自治体には何度も出ていますが全然良くな
っていないということになります。 

令和 2 年度の調査の中で、全体で会計年度任用職員数は 694,000 人、令和 2 年度はコロ
ナが始まった時期でもあるので、もしかしたら臨時的に雇われた方がいらっしゃるかもし
れませんが、平成 28 年から 5 万人増加しているということになります。この会計年度任用
職員の中の 9 割がパートタイムで、さらに 8 割の方が女性ということで、図書館でのパー
トとかアルバイトもここに入ってくると考えています。ただパートタイムだけれど働き方
としてはほぼフルタイムの勤務ということで、週 23 時間以上ということで、１日 7 時間 30
分で月曜日から金曜日まで働くのが一般的な働き方だと聞いております。給与水準ですが
事務補助職員で時給換算で現在 990 円が国内の平均値だということになります。これは総
務省の方で会計年度任用職員の給与水準について、自治体の職員の初任給、高卒なり大卒
の初任給をベースに時給を決めなさいという制度の趣旨がありますので、この 990 円がそ
の通りだと思います。しかし自治体の職員はボーナスもありますし有給休暇もありまして、
例えば住居手当とか通勤手当も出るわけです。そういう方々と時給が同じだから同じ待遇
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というわけにはいかないです。年収でいえば全く低いものになりますし、手当や休暇とい
うところでは正規職員と全く違うわけですから、時給計算の時だけ初任の公務員と合わせ
てあるから大丈夫ですよというのは、私としては非常におかしな話だと考えています。 

あと総務省から自治体がこういうことをしているのでやめなさいという指摘になってい
ますが、退職手当や社会保険の負担を嫌って、例えば学校司書でよくありますが夏休みに
解雇されるわけです。小学校だと約１ヶ月くらい夏休み期間ありますから、その期間解雇
されて、そこで連続して半年以上働いていませんよとか、5 ヶ月以上働いていませんとかで
社会保険に入らせないということがあります。あとは勤務時間も 7 時間 30 分にすると費用
が減るとか、時給を新入職員と同等だと言っているけれど、まず時給と月給という支給制
度の違いがあるわけです。具合悪くて休めばその分は給料が減ってしまので月給とは全然
違うし、期末手当の額や月給の手取りの年収で比較すれば、結局生活できない給与水準に
なっているというのが正直なところだと思っています。 

ここから考えられるのは、できれば月給にしてほしい、きちんとフルタイムで毎日働く
のであれば月給制にしていただきたいですし、期末手当とかも新任の職員と合わせてほし
い、だったら公務員として雇って欲しいという話になりますが、そこが定員抑制とかでで
きない、働く側も公務員として働くほどではないと言うのなら、少なくとも給料とか支払
いの形を正規職員に合わせていただきたいということになります。 

仕事が違うだろうという話もよく聞きますが、ほとんど変わりません。図書館職員に対
しては、例えば会計年度任用職員がやるのはまず窓口業務です。図書館の窓口で接客をす
る、貸出返却をする、あと読書相談と言って何か子供がこういう本が読みたいと言ったと
ころに対して本棚から本を持ってきて紹介をする、また資格を持っている方はディファレ
ンスサービスなどをほぼ正規職員と同じ仕事をします。先ほど見て頂いた通り、専任の図
書館員の中でも資格を持っている方は半分しかいませんから、この残り半分の方というの
は図書館の専門的な業務は資格がないからできないわけです。会計年度任用職員は実は資
格を持っている方が多くて、自分たちは図書館の業務、図書館の専門的業務をやっている
のになぜ時給なのか、あちらは月給なのか、私はボーナスがない、あちらはある、そろそ
ろ冬のボーナスの時期でおかしいよねっていうところは、今回署名が 7 万筆集まった背景
として、そういう格差に対しての疑問がすごく溜まっているのではないかと考えています。 

 
5.課題の整理 

会計年度任用職員や委託職員、委託職員というのは会社に雇われて図書館の一部業務を
委託する方々ですが大体最低賃金クラスの給与水準になっています。もし興味のある方は
ネット検索で「図書館アルバイト」で「地域名」を入れると、実は図書館のアルバイトの
募集は結構あります。テンプスタッフとかでやっていますが、大体地域の最低賃金に 10 円
か 20 円多いぐらいの賃金しか出ていません。そういう方々では多くの地域で、家を借りて
一人暮らしをする、つまり個人としてきちんと自分の生活を成り立たせる事ができない水
準だと私は考えています。先ほどのアサさんは手取り 98,000 円で静岡の方です。静岡県の
どこにいるかは分からないですけれど、自分でアパートを借りて、そこから生活のための
お金を払っていて暮らしていけるかってことをぜひ考えていただきたいです。10 万円以下
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で 1 ヶ月暮らしてくださいと言われたら、無理でしょうという話になってしまいます。生
きてはいけます。だったら仕事しないで生活保護の方がいいじゃないかと考えるほどの給
与水準になっています。 

図書館職員の会計年度任用職員の給与カテゴリーは事務補助職員です。専門職として評
価されていません。これは公務員の司書も同様で、私は公務員の司書、都留市役所の司書
職として採用されましたが、基本的には給与水準は他の人と同じではないです。都留市で
は司書は短大で取れる資格なので、私は 4 大を出ましたが短大卒の、つまり一級下です。
私は入所した時の待遇は一級下、つまり短大卒という扱いになって、それは短大で司書資
格を取って入った人と待遇を合わせる為ということで、そういう扱いになっています。こ
ういう専門性が全く図書館員として評価されていません。なぜこうなったのかということ
ですが、ここからは私の考察になりますが、先ほど女性の職場だと話をしました。都留市
の都留文科大学の図書館でも私だけが男性で、ほぼ全員女性でした。また地方の公務員は
昔は地元の人がなっていました。外から来て働く方はいなかったので、持家率の高い地域
だと家があったりして、主たる家計の担い手ではなかったのではないか、自治体の非正規
職員として働く方々が女性が多くて、いわゆる主婦の方で、夫がいて別に自分が働かなく
ても家計としてはよかったけれど、ちょっと家計の足しにしたいという形で働きたかった、
そういう働き方が昭和の時代に長く続いてきました。今の自治体の非正規職員や会計年度
任用職員の待遇を考える時に、この社会的な構造がまだ変わっていなくて、こういう制度
や待遇になっている原因ではないかと考えています。 

図書館司書というのはめったに募集がないので、もう今は地元の人が図書館で働くとい
う前提は完全に崩れています。都留市は 15 年に 1 回ぐらい司書の採用になっています。誰
かが辞めない限り採用がないです。私が 1996 年に司書として採用された後、次の採用が
2010 年で、私が教員になって司書を止めたので新しい人を採ったという形です。だから普
通の県ですと県立図書館はだいたい毎年 1 人正規職員の採用があります。市町村では県全
体で年に 1 人出るかどうかです。自分の住んでいる市の図書館で働こうと思ったら、10 年
から 15 年に 1 回のチャンスで試験に合格するしかないということで、司書を志望するほと
んどの方は、全国の採用試験があるところを受けます。先ほどの前提として実家があると
か、その地域の人が図書館司書になるという事は今は本当に稀です。つまり遠くで生まれ
た人が司書の採用試験を全国的に受けて、受かったところに就職するか、もしくはパート
とかアルバイトの場合も、全く関係ない地域から図書館で働きたいということで来て、そ
こでアパートを借りて働く方が最近は増えてきています。そうすると必然的に 1 人暮らし
になって住居費の負担があるけれど、会計年度任用職員にはほとんどの場合住居手当は無
かったりします。都留市の会計年度任用職員には住居手当はないです。そもそもアパート
を借りて働くことを想定していないと毎回説明されます。その想定がおかしいでしょうと
言っても、昔からそうだからみたいな説明です。やはり女性が働いてきたという意識によ
るジェンダーバイアスがあるんじゃないか、保育士とか図書館司書、この二つは今自治体
の中で非常にジェンダーバイアスの中で働いているのではないかなということを考えてい
ます。 
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6. 将来の展望「司書養成側、図書館現場、労働運動との連携」 
最後に将来の展望です。今回総務省に行ったんですが、法令に違反しているわけではな

い、総務省が毎回言いますが、あくまでも地方自治だから総務省が待遇の水準を作って、
こうしろという指導はできないと必ず言います。各自治体の方に言ってくださいというこ
とになっています。 

コロナでの対応や独自の経済対策など、自治体財政はもちろん逼迫しています。 
ジェンダーバイアスなど地域住民の意識の変化、山梨県都留市で人口 3 万人を切ってい

ますが、もともと女性が働くという意識がないです。だいぶ共働きで働いている方はいら
っしゃるのですが、やはり女性の方が収入が少ないことは地域の中で当たり前なわけです。
だから公務員の会計年度任用職員が女性が多いけれど、待遇をあげようとすると、「いやそ
れはおかしいでしょ」という声が出ます。「だって女性は旦那さんがいるんだから待遇あげ
なくてもいいだろう。待遇あげたら税金その分使うんでしょう。」そういう話になってしま
うので、意識の変化にも時間はかかると思います。ただかなり今は変わってきてはいます。
だけどまだもう少し時間がかかるのではないかなということです。 

そのためにはやはり各自治体で待遇改善を要求していく、全国の各自治体で「月給にし
てくれ」、「ちゃんとボーナスを本来の割合で出してくれ」、「年収ベースで新入職員と合わ
せてくれ」、「各種手当を正規職員に合わせてくれ」、「同じ働き方をしているんだから手当
とかも全部同じにするべきだろう」ということです。「単に時給の金額だけ合わせただけで
は全然一緒じゃないよ」ということを、各自治体の方に声を上げていくことが必要だと思
います。 

ここで各自治体にある市の職員組合とかと連携して行きますけれど、実は都留文科大学
の教職員組合もパート・アルバイトは加入できないです。あくまでも専任職員・専任教員
だけという制度で、なんとか変えようとしましたけれど、なかなかご賛同いただけなくて、
未だにそういうところは変わってはいないです。しかし一般労働組合とかもありますので、
そういうところが支援に入るとか、今回アサさんの状況を見て、若い方が声をあげたとし
ても、どうしても疲弊してしまうわけです。そこでやはり私は教員として、今回はなんと
か支援したいということで、出来る限りのことをしていきたいと思います。これは何年も
かかる運動だと思っていますので、今ある組織、特に労働組合の協力が絶対必要ではない
かなと思っています。 

あと制度的な課題ですが、ストができないです。都留文科大学は公立大学法人になって、
交渉ができると、協定が結べると、やろうと思えばストライキもできると、みなし公務員
ではない独立行政法人になったので、センター試験の時にストされたらどうしようとか、
入試の責任者の時にドキドキしていましたけれど、やはりストができることはすごく大き
いです。しかし会計年度任用職員はあくまでも公務員の制度の中にあるので、労働三権と
いうのが難しいです。この労働三権の制限が、すごく問題になっていましたので、こうい
うところの制限を変えていくことも必要ではないかと思っています。私からの報告は以上
です。ご清聴ありがとうございました。 
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図 1 アサさんの開いた署名のサイト 
 
 

 

図 2 講演の背景になった飯能市立図書館 
 
 

 
図３ 「はむネット」HP 
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表 1 公共図書館経年変化 
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表 2-1 公共図書館集計（2021 年） 
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表 2-2 公共図書館集計（2021 年） 
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表３ 日本図書館協会 HP「日本の図書館統計」 

 
 


